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新型炉部会セッション 

ＳＦＲ安全標準炉に求められる技術開発の状況 
Status of technology development recommended for safety standard demonstration reactor of SFR 

（1）安全性向上技術の概要 

(1) Overview of safety enhancement technologies  
＊小竹庄司 1，伊藤隆哉 2 

1日本原子力発電（株）、日本原子力学会・新型炉部会 副部会長、 
2三菱 FBRシステムズ（株）、日本原子力学会・新型炉部会 部会長、 

1. はじめに 
 新型炉部会では、学会の行動指針である「研究開発成果の活用、地球環境の保全、人類社会の持続的発展

への寄与」の観点に立ち、今後の原子力研究開発の在り方に大きな影響を及ぼす高速炉開発の方向性とその

進め方について検討するために、2017 年 8 月に「高速炉戦略ロードマップ検討会（主査：東大・笠原直人教

授）」を設置した。部会メンバー37 名が参加し、2019 年 3 月までの約 1 年半の間に 14 回の検討会を行った。

その検討結果は、「高速炉開発に関する技術戦略」として 2019 年 8 月に公表した。この検討途中では、2018
年の原子力学会の春の年会にて報告するとともに、「高速炉開発の方向性に関する提言」をプレスリリースし

た。また、秋の大会の新型炉部会・企画セッションで検討状況を報告するとともに、国の「高速炉戦略ロー

ドマップ」が公表される前の 2018 年 12 月 1 日に同検討会のエグゼクティブサマリーを新型炉部会の HP に

公開した。 
同検討会では、①エネルギー安全保障に対する地政学的認識、②ステークホルダーとの合意形成、③蓄積

された技術レベルの維持・発展、④建設間隔の経済性への影響、⑤イノベーション及び人材の確保、⑥国際

協力による効率的な開発と市場性の確保等の視点から、今後の開発方向性とその進め方について検討した。

その結論として以下の認識で合意した。 
“我が国は、現時点で高速炉の実証炉設計及び建設が可能なレベルの技術を保有している。これらが散逸

する前に、次期炉の開発に着手し、蓄積した高速炉技術を設計、建設、運転という一連のプロセスで総合的

に高めていくことが、これまで育成した人材と技術継承、研究開発に投資した資金を有効に活用する観点か

ら重要である。また、高速炉の安全設計基準類の整備では、東京電力・福島第一原子力発電所事故(１F 事故)
の教訓反映も含め、我が国が世界で主導的な役割を担ってきた。同時に、受動的安全機能や炉心損傷時の再

臨界回避方策等の研究開発も進展し、GIF (第 4 世代炉国際フォーラム)で策定された SDC/SDG(安全設計クラ

イテリア/同ガイドライン)を実現する安全技術の開発も世界に先行してきている。これらの安全技術を早期

に実証し、国際標準として世界に貢献していくことが我が国の責務であり、高速炉の市場優位性を確保する

ことにも繋げていくことが期待できる。そこでは、高速炉の実用化に求められる経済性が見通せるよう、設

計の簡素化と機器コンパクト化等による物量削減と、製造・建設技術を高度化していくことも重要である。

更に、「もんじゅ」でやり残した、高速炉の運転経験、保守補修経験を蓄積し、建設コストだけでなく、基幹

電源としての発電コストに関する見通しも立てられることが重要である。この検討から、我が国に蓄積され

た技術知見を有効に活用し、安全技術の世界展開と高速炉の実用化を見通すための経済性実証を行うための

最も合理的な方法として、安全標準炉(Safety Standard Demonstration Reactor)の建設を目指した開発を提案し

た。その開発に当たっては、高速炉サイクルの実用化には長期間を要することから、エネルギー安全保障を

確保する国の政策が不可欠である。併せて、この政策の下、適切なタイミングで国民及び立地自治体や規制

側等のステークホルダーへ、開発計画と進捗状況を丁寧に説明し、合意形成に努めていくことが必要である。” 
 本稿では、この安全標準炉が具備すべき安全要件を実現するための主要技術について、その開発の現状と

今後の展望を紹介する。 
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2. 安全標準炉に求められる安全性 
2-1. 受動的炉停止機構に関する研究開発 
軽水炉を中心とした原子炉安全性の議論は、1979 年 3 月のスリーマイル島事故以降、工学的安全設備によ

る安全確保だけでなく、システムの多重故障や操作員の誤操作等を考慮しても、炉心損傷に至ることを防止

できる自然な物理現象を活用した受動的安全性の導入に重点が置かれるようになった。 
1980 年代に米国で設計された小型モジュール型金属燃料高速炉(PRISM)は、ナトリウム冷却炉が低圧、熱

伝導性の高い金属燃料を採用した高温システムの特長を活用して、異常時に炉心が熱膨張して中性子漏えい

を促進し、自然に反応度が低下して炉心冷却材が沸騰せずに炉停止状態に至る「受動的炉停止」と、その後

の崩壊熱を原子炉容器の自然通風冷却によって安定に除去できる概念が提案された (1)。米国 NRC との予備審

査においては、金属燃料炉心の ATWS(異常な過渡変化時のスクラム失敗事象)時の炉心熱膨張による反応度

挙動の不確かさが指摘され、実証試験による検証も困難であることから、受動的炉停止能力に対しては承認

されなかったが、これを契機に、当時、欧州の統合型高速炉(EFR)(2)や電力主導で設計研究が進んでいた実証

炉設計(DFBR)(3)でも、受動的安全設備の導入が加速された。 
欧州では、酸化物燃料大型炉心であったため、炉心熱膨張による中性子漏えいによる負の反応度効果が少

なく、かつ、受動的炉停止時に炉心燃料の温度低下による正のドップラ効果を与えるため、より大きい負の

反応度を投入できる機構が検討された。具体的には、制御棒上部構造の熱膨張を促進させ、ATWS 時の炉心

冷却材の温度上昇に応じて、制御棒が相対的に挿入され、高温停止できる制御棒構造が、英、独、仏のそれ

ぞれの研究機関から提案された。欧州での比較検討の結果、独 FZK 提案の、ATHENA(制御棒上部にナトリウ

ムを充填し、その熱膨張によってベローズ構造の熱伸長により制御棒を挿入させる方法)が採用された。欧州

では耐震設計が厳しくないことから、炉心燃料集合体は炉心槽で拘束せず、全ての炉心燃料集合体を炉心支

持構造に差し込む構造(フリー・スタンディング)が採用されていた。ATWS 時には、炉心燃料の熱膨張により、

各集合体が様々な方向に傾斜する可能性があるため、ナトリウムを充填した容器内のナトリウムの熱膨張力

を用いて、ベローズ構造の熱伸長により制御棒を押し込むことが求められた。押し込み力を確保するために、

容器内のナトリウム量は多くなり、冷却材温度の上昇に追随する時間を要する事となる。このため、ATWS で

事象推移の早い ULOF(冷却材流量喪失時のスクラム失敗事象)では、主循環ポンプの流量半減時間を通常の

10 秒前後から 50～60 秒まで増大させる必要があった。 
一方、我が国の実証炉計画の中では、米国で発明されたキュリー点方式の制御棒切り離し機構(自己作動型

炉停止機構：SASS)の開発が進められ、その有効性確認の試験と解析が行われていた。我が国の厳しい耐震設

計条件で、炉心燃料集合体などの炉心構成要素の変形を考慮して制御棒挿入性を確保するためには、炉心構

成要素の外周部に炉心漕を設けて炉心構成要素を拘束する設計が、既に「常陽」「もんじゅ」では採用されて

いる。これにより、制御棒集合体（制御棒案内管）と制御棒駆動機構（上部案内管）との相対変位を抑制し、

地震時の確実な制御棒挿入性を担保できることから、制御棒を短時間で確実に切り離し、自重落下して炉停

止状態にできる SASS が開発された。 
日欧の高速炉研究開発協力の中で、ATHENA と SASS の機能試験が行われ、ATWS の全ての事象に対して

高い信頼度で受動的炉停止が期待できる SASS の優位性が確認された。但し、欧州では耐震設計要求が厳し

くないことから、拘束炉心構造との組み合わせが必要な SASS よりも、自立炉心に ATHENA を組みわせ、主

循環ポンプの流量半減時間を拡大するフライホイールの大型化等の設備対策の方が、経済的にメリットがあ

るとの見解により、彼らの受動的炉停止機構の概念は変わらなかった。 
我が国の SASS の開発は、その後も継続され、「常陽」での SASS 構成材料の照射試験に加え、常陽の炉心

サイズに合わせた SASS を製作し、これを常陽に装荷して、2 サイクル(100～120 日)運転を行った。これによ

り、通常運転時には、炉心流量等の変動により誤落下しなかったことを確認するとともに、停止中に SASS の

保持電流を計測し、切り離し時の電流値に変化が無い事の確認等、供用期間中に SASS 保持力の機能確認が

できることなどを検証した。 
 その後、高速増殖炉（FBR）サイクルの実用化研究開発(FaCT)で検討された JSFR 設計にも、SASS は採用

され、150 万 kWe 級の大型炉心でも、ATWS に対して炉心損傷を防止できる評価結果が得られており (4)、こ
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の「受動的な炉停止機構」は次期高速炉に導入できる技術レベルに達している。 
 
2-2. 受動的炉心冷却に関する研究開発 
 冷却材ナトリウムは常圧での沸点が約 880℃と高いため、ナトリウム冷却高速炉は低圧で高温のシステム

とすることが可能である。このことから、①高圧系システムに特徴的な配管破断等による冷却材喪失事故を

冷却材バウンダリ構成の工夫（高所配管引き回し、ガードベッセルや外管等の設置）によって防止でき、緊

急炉心冷却材注入設備等を必要としない、②高温であるため、大気を最終ヒートシンクとした崩壊熱除去を

可能とできる等の特長がある。また、除熱時の炉心出入口温度差を大きく採ることができるため、冷却材の

密度差を利用した自然循環によって炉心崩壊熱を除去することが可能となる。このことは、実験炉「常陽」、

原型炉「もんじゅ」等での試験及び解析によって示されている (5)。   

1980 年代に検討された電力実証炉では、原子炉容器のホットプールに熱交換器を浸漬させた崩壊熱除去系

DRACS が採用された。この設計は、想定事故時に原子炉容器のホットプールを直接冷却するために、ホットレ

グの温度上昇を抑制でき、プラント全体の温度上昇を抑制できる長所がある反面、ホットプールが早期に低

温になり、1 次系自然循環流路の上昇流を冷却するため、1 次系（炉心）流量が低下し、安定した自然循環冷

却ができないことが懸念された。この現象は、当時同じ崩壊熱除去系を採用していた EFR でも話題となり、

様々な研究が行われた。この中で、DRACS 出口の低温冷却材が、炉心槽外周部の相対的に温度の低い領域のラ

ッパ管ギャップ部に流れ込み、中央部の高温燃料集合体をラッパ管外面から冷却し、ホットプールに流出す

るインタラッパフローを形成し、原子炉容器内で循環することが分かった (6)。その結果、試験 (7)と解析によ

って、DRACS においても自然循環で安定に崩壊熱除去できる可能性が示された。また、ループ型炉の設計を進

展させた FaCT においては、1 次系冷却系機器の高低差の確保と炉心圧損の低減により、設計基準事象で想定

される事故事象に対して、全て自然循環で冷却できる可能性が試験と解析によって示されている (8) (9)。 

 現在、日仏の高速炉協力を通じて、これまでの解析技術の高度化によって、1 次冷却系での高低差を確保す

るのに制約のあるタンク型炉でも、自然循環によって崩壊熱除去ができる見通しが得られつつある。 

 このように、炉停止後の自然循環による受動的炉心冷却機能についても、これまでの知見によって、次期

炉で十分に採用できる技術レベルに達している。 

 

2-3. 炉心損傷時の再臨界回避に関する研究開発 
 設計基準事象として想定される異常な過渡変化や想定事故に対して、その異常を早期に検知して原子炉ス

クラムさせ、炉心の崩壊熱を早期に除去する強制循環機能によって、高速炉の安全性は十分に確保できる。

これに加え、上記「受動的炉停止」と「受動的な炉心冷却」機能を具備した設計とすることで、炉心損傷に

至る可能性は工学的に、その発生頻度は無視できる程小さくなる。しかし、高速炉の安全設計では、その開

発当初から、軽水炉のように炉心反応度構成が最大とした設計ではないことを考慮し、大規模な炉心損傷時

に即発臨界超過によるエネルギー発生への対応が研究されてきた。 

 これは「常陽」「もんじゅ」でも同様であり、仮想的な炉心崩壊事故時に即発臨界に至ることを想定し、そ

の機械的及び熱的影響を、原子炉容器及び格納容器内に閉じ込める設計対策が講じられている。 

 電力実証炉計画では、当時の安全研究の進展により、ATWS から炉心損傷に至る初期の炉心冷却材沸騰によ

る正のボイド反応度効果によって、即発臨界を超過しないことは、炉心のボイド反応度を制限することなど

で回避できることが分かった (10)。これらは米国 TREAT 等の炉内・炉外試験研究、仏国の CABRI 炉内試験の結

果と、当時開発された炉心損傷事故解析コードによって検証され、EFR でもこれに対応した設計に変更され

た (11)。当時の理解では、炉心損傷初期は、破損した燃料の分散によって一時的に未臨界状態となるが、その

後、炉心内の燃料が大規模に溶融し、これらが集中化することで再臨界から即発臨界を超過する可能性を否

定することが困難であった。このため、電力実証炉計画でも先行炉と同様に、仮想的な溶融燃料が集中化す

ることを保守的に想定し、炉心内で発生した機械的エネルギーの影響評価が行われた。同時に、機械的エネ

ルギー発生後の膨張過程でエネルギー損失が発生し、原子炉容器への機械的負荷が低減される現象の定量化

などが行われた。(12) 
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 この方法は、先行炉の許認可実績と当時の最新の科学的知見を集めたもので、保守的な想定と考えられて

いたが、発生する機械エネルギーに対する不確かさには議論が残ることも指摘されていた。この頃、将来の

高速炉実用化を見据えると、仮想的な炉心損傷時においても、再臨界から即発臨界超過に至ることを想定す

ると、不確かさの議論から逃れられず、将来の社会的受容性の観点から、再臨界問題を解決すべきとの意見

もあった。これを受け、国内だけでなく海外の炉心損傷や FBR 炉心設計の専門家を集めて、炉心損傷時の再

臨界回避方策について広範に議論された。その結果、燃料集合体内部に溶融燃料を排出するための内部ダク

トを設置する方策が提案された。その有効性を確認する試験研究が、カザフスタン共和国の国立原子力研究

センターの協力を得て開始され、溶融燃料流出に関わる主要な知見・データを取得した (13)。 

現在、炉心損傷後に、集合体内で発生した溶融燃料が、集合体壁を溶融させ、隣接集合体内の溶融燃料と

合体して溶融領域が拡大する前に、内部ダクトから、炉心を未臨界にするに十分な量の燃料が炉心外へ排出

されることが期待できる状況にある。しかし、現状の対策のみでは、残された損傷炉心の安定冷却を維持で

きず、損傷炉心物質の再配置が進行する可能性がある。このため、再配置過程において未臨界状態を維持で

きる方策と原子炉容器内に再配置された損傷炉心物質を冷却保持できる方策を講じ、その有効性を試験等に

よって確認する必要がある。このような炉心損傷時の再臨界回避方策を具体化し、将来の実用炉の炉心にお

いて、仮想的な炉心損傷時にも再臨界から即発臨界超過に至らないこと、さらには、損傷炉心物質を原子炉

容器内で冷却保持できることを示す炉心損傷事故の進展シナリオを明確にすることが重要である。 

本セッションでは、まず、この再臨界回避方策の検討状況と今後の展望について報告する。 

 

2-4. ナノ粒子ナトリウムに関する研究開発 
 ナトリウムは炉心特性や除熱特性に優れるとともに、構造材料との共存性にも優れた冷却材である。しか

し、冷却系配管等の破損によるナトリウム漏えいによる火災影響や、蒸気発生器の伝熱管破損によって、ナ

トリウム-水反応が発生すると激しい化学反応により蒸気発生器伝熱管の多数本破損に至る可能性がある。こ

れらの事象は、運転状態である 500℃付近で発生すると、定期検査中等の 200℃前後の温度条件に比べて激し

い反応となる。 

 JAEA では、これまで培ってきたナトリウム技術と、先進的なナノテクノロジーを融合して、ナトリウム自

身の化学的活性度を抑制する革新的なアイデアを創出し、三菱重工（含む三菱 FBR システムズ）や大学と連

携して、原理検証、反応抑制のメカニズム等の解明、反応抑制効果の検証、実機への適用性評価を進めてき

た。 

本セッションでは、ナノ粒子分散ナトリウム技術、ナノ粒子ナトリウムの反応度抑制効果として、ナトリ

ウム漏えい燃焼火災への効果と蒸気発生器伝熱管破損によるナトリウム-水反応への抑制効果を紹介すると

ともに、ナノ粒子ナトリウムの冷却材としての適用性評価、同流体の製造技術等について現状と今後の展望

について報告する。 

 

2-5.  3 次元免震システムに関する研究開発 
 高温・低圧システムである高速炉は、原子炉容器等のバウンダリはできるだけ薄肉化し、大きな熱応力の

発生を抑えることが重要であるが、これは耐震設計対応による厚肉化と矛盾する方向となる。 

将来の高速炉大型化を考慮して、1980 年代の電力実証炉計画では 2 次元免震を開発し、それを導入する計

画であった (14)。これを踏まえ、2005 年から開始された FaCT 計画でも 75 万 kWe 級の実証炉と 150 万 kWe 級

の実用炉でも 2 次元免震の採用を前提に設計が進められた (15)。しかし、１F 事故後の新規制基準では、自然

災害、特に想定すべき設計地震動が増大している。我が国が今後開発していく設計概念の候補には、従来検

討を進めてきたループ型炉だけでなく、日仏協力を通じたタンク型炉も対象となっている。タンク型は、原

子炉容器内に中間熱交換器や主循環ポンプ等の 1 次冷却系を内包するコンパクトな設計であるが、その結果、

原子炉容器径も増大する。60 万 kWe 級では、ループ型は 12m 程度であるが、タンク型炉では 16m 程度となる。

将来的に高速炉の大型化（～100 万 kWe 級）を指向していくには、3 次元免震を導入し、地震に対する設計裕

度を拡大していくことが重要となる。 
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 本セッションでは、既に一般建築で実用化された積層ゴムを用いた 2 次元免震システムと、既に他産業で

使用されている皿ばねやダンパーを組み合わせた「高速炉用 3 次元免震システム」の設計コンセプト、同シ

ステムを構成する技術開発の状況、3 次元免震の性能、プラント設計成立性と今後の展望について報告する。 
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